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2020/4/1 経済 ＊ﾌｧｰｳｪｲ、成長に影…米制裁にｺﾛﾅ追い打ち「中国市場でｽﾏﾎ減速」
ﾌｧｰｳｪｲが成長戦略の見直しを迫られている。次世代通信規格「5G」関連に期待するもの
の、2020年12月期は主力のｽﾏﾎ事業が苦戦する見通し。
米政府の制裁で海外出荷が減り、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響で頼みの中国市場も需要が落ち込
む。ｸﾗｳﾄﾞｻｰﾋﾞｽや自動運転などの事業の多角化を急ぐが、先行きの不透明さ感が強まって
いる。
・「当社に最高の部品を提供してほしい」とﾌｧｰｳｪｲは常にこう訴えるという。
　「独自技術を開発できなければ今後3～5年間で世界をﾘｰﾄﾞできない」とCEOの任正非は強
調。
・ﾌｧｰｳｪｲの2019年3月期の純利益の前期比5.6%増、売上高は19.1%増。

＊中国、ﾏｲﾅｽ3.7%成長…1～3月　ｴｺﾉﾐｽﾄ予想「通年ﾌﾟﾗｽ3.3%急減速」
日経新聞社と日経QUICKﾆｭｰｽがまとめた中国ｴｺﾉﾐｽﾄ調査によると、中国の1～3月期の実
質国内総生産（GDP)成長率の予想平均値はﾏｲﾅｽ3.7%だった。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ流行で生産や
消費が落ち込み、4半期の統計で遡れる1992年以降で初ﾏｲﾅｽ成長を見込む。通年の3.3%が
急減速する見通しだ。
・複数の選択肢から新型ｺﾛﾅが中国経済に与えた影響を聞いたところ、「消費の減退」が最も
多く、「ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの混乱」や「失業の増加」が続いた。三井住友の佐野氏は「年前半に失わ
れた消費心理が年後半に完全に戻ることはなさそうだ」とみる。

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、外国人入国禁止に
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府は31日、外国人の入国や同国内で飛行機を乗り継ぐﾄﾗﾝｼﾞｯﾄを原則禁止する
ことを決めた。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大を受けた措置で、開始日や実施期間は近く発表す
る。すでに空港でのﾋﾞｻﾞ発給を停止するなど、外国人の入国を一部制限してきたが、感染拡
大を防ぐためにより強い措置に踏み込んだ。閣議後の記者会見でﾙﾄﾉ外相が「外国からの訪
問者やﾄﾗﾝｼﾞｯﾄ客の受け入れを一時的に停止する」と表明。仕事でｲﾝﾄﾞﾈｼｱに駐在する人な
ど、長期滞在用のﾋﾞｻﾞを持つ人の再入国は認める。

＊米、対中ｺﾛﾅ訴訟相次ぐ…個人・企業「初動遅れ大流行を招いた」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　国際法への違反問う
世界的な新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大を受け、米国内で個人や企業が中国政府を相手取り訴訟
を起こす動きが広がる。中国が世界保健機関（WHO）への速やかな通報や情報提供の義務
を怠ったために感染が拡大し、国際的に賠償責任があるとの主張に基づく。中国に賠償をさ
せることが可能か。
・米ﾌﾛﾘﾀﾞ州では3月、個人や企業が中国政府を相手取った訴えを起こす。ﾃｷｻｽ州やﾈﾊﾞﾀ州
も同様な動き。健康被害や経済的損失に対して巨額な賠償を求める構えだ。「情報を正しく
流されないのが問題でWHOを含め検証を待ちたい」と茂木敏充外相は述べる。

＊中国、V字回復見えず…3月景況感が改善「新型ｺﾛﾅで外需消失」
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染問題で経済活動が停滞していた中国の景況感が改善を見せ始めた。31
日発表の3月の製造業購買担当者景気指数（PMI)は急上昇し、拡大・縮小の節目となる50を
3ヵ月ぶりに上回った。企業の操業再開を映した。ただ2月に過去最低水準に落ち込んだ反
動から、実態以上に3月の数値が押し上げられた面もある。新型ｺﾛﾅの欧米への蔓延で海外
需要も消えており「V字回復」の道筋はみえていない。
・景況感が平年並みに戻ってはいない。発電大手が81%。改善は鈍い。

＊米、ｺﾛﾅで対中不信増幅・・・国務長官「偽情報が流布」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｲﾗﾝ・ﾛｼｱにも矛先
ﾎﾟﾝﾍﾟｵ米国務長官は30日、日経新聞などとの電話ｲﾝﾀﾋﾞｭｰで新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽを巡る中国の
対応に不信感をあらわにした。ﾄﾗﾝﾌﾟ政権には感染拡大の元凶は中国共産党の体制そのも
のにあるとの認識があり、「新冷戦」とも呼ばれる米中覇権争いは激しさを増している。ｲﾗﾝ
やﾛｼｱも「偽情報」を流していると主張し、警戒感を示した。
・「私たちは『正確な報道が重要だ』と一貫して言っている」。中国駐在の米ﾒﾃﾞｨｱ記者を中国
政府が追放したことについても「何が起きたかを把握したり、良いﾃﾞｰﾀを得られたりしにくくし
ている」と批判。
・「新型ｺﾛﾅに関する偽情報がｲﾗﾝやﾛｼｱ、中国から発信されている」と警戒感を強めている。
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＊東南ｱ景況感　最低に…3月、製造業PMIが急落
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大で、東南ｱｼﾞｱ企業の景況感が急速に悪化しているIHSﾏｰｸｲｯﾄが
1日発表した3月のASEAN製造業PMIは43.4（2月は50.2）と、2012年7月の調査開始以来、最
低となった。各国政府は感染者の増加を抑制するため、企業活動の制限や国民の外出規制
に踏み切っている。
・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙが下落幅が大きく、PMIは27.7（2月は45.8）、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾀｲ、ﾍﾞﾄﾅﾑも最低を記録し
た。

＊中国航空旅客　4割減…大手3社1～2月　運転資金調達急ぐ
中国航空大手3社の1～2月の旅客数は前年同期比で4割減った。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡
大の影響は大きい。各社は運転資金の確保に走っている。政府も積極的に支援策を打ち始
めた。旅客数は中国南方航空は46%減、中国国際航空は43%減、中国東方航空も46%減。ﾋﾄ
とﾓﾉのどちらも移動が停滞した。
・消費は鈍く、観光などによる渡航需要が盛り返すまでは時間がかかる。

＊新型ｺﾛﾅ　世界人口の4割自宅待機…米、3分の2の州　移動制限
米ｼﾞｮﾝｽﾞ・ﾎﾞﾌﾞｷﾝｽ大学によると、世界全体の感染者数は31日80万人を超え、死者数も3万8
千人を超えた。各国は外出制限を導入するなどの対応を迫られている。
・29日時点で世界で33億8千人以上の人々が政府による外出制限措置の対象となっており、
世界人口の4割超が自宅にとどまるよう迫られている。米国では全50州のうち3分の2に当た
る30程度の州で外出移動制限が発動され、世界的な経済活動を大きく損ねる事態が続いて
いる。

＊ｺﾛﾅﾜｸﾁﾝ　開発加速…J&J、来年始めにも提供
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染問題が深刻化するなか、これまで5年以上かかるとされた予防ﾜｸﾁﾝ開
発の壁を破ろうと企業が動き出した。米ｼﾞｮﾝｿﾝ＆ｼﾞｮﾝｿﾝ（J&J)は30日、ｳｲﾙｽの遺伝子情報
を使った短期製造が可能なﾜｸﾁﾝを開発したと発表した。米ﾓﾃﾞﾙﾅや日本のｱﾝｼﾞｪｽも類似の
技術で開発を急ぐ。
・ﾓﾃﾞﾙﾅは新型ｺﾛﾅのMRNAだけを人工的に合成し、体内に投与。細胞内ではｳｲﾙｽの一部
のたんぱく質が作られ、これを体内の免疫が記憶する。その後はｳｲﾙｽを敵として認識し攻
撃する仕組みだ。安全性や有効性が確証できていなく、主流ではなかった。

＊ﾜｸﾁﾝ　米以外にも供給…J＆J、まず医療従事者に
米製薬大手J&Jが新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ向けﾜｸﾁﾝの開発を急いでいる。ﾋﾄに投与して安全性や効
果を確かめる臨床試験（治験）を、9月までに始めると発表。日経新聞の取材に応じたﾎﾟｰﾙ・
ｽﾄｯﾌｪﾙｽ最高科学責任者（CSO）は、まず感染ﾘｽｸが高い医療従事者向けに広く米国以外で
も供給したい考えを表明した。来年早くにも供給できる見通しだ。

＊中国、店舗再開も　客足遠く…ｳｫﾙﾏｰﾄ「来店半減」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政府「復旧」、消費者は感染警戒
中国の消費回復がもたついている。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大が一段落したとみて、政府が
「復旧」をｱﾋﾟｰﾙし、閉鎖していた商業施設などの営業再開が急速に進んだ。ただ、米ｳｫﾙﾏｰ
ﾄや蘇寧易購集団など大手小売りの店舗では客足が戻らないままだ。映画館などは感染の
恐れから再び休業に追い込まれた。消費の復活が遅れれば、小売り業界での淘汰や再編圧
力が強まるのは必至だ。
・上海の人気観光ｽﾎﾟｯﾄであるﾃﾚﾋﾞ塔や水族館も3月中旬に再開したが、30日に再び営業を
停止。感染拡大の再発を恐れた当局の指示があったと見られ、政府の方針も揺れる。

＊中国ｺｽｺ　最高益…海運大手、前期　一帯一路で貨物増
中国の国有海運最大手、中国遠洋海運集団（ｺｽｺ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ）が事業拡大を急いでいる。ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟの中核上場会社である中遠海運控股の2019年12月期決算は売上高、純利益ともに過去
最高だった。米中貿易摩擦で米国関連の貨物輸送量が鈍った一方、中国政府の「一帯一
路」に沿って運営する国の（ｷﾞﾘｼｬのﾋﾟﾚｳｽ港等）港などで貨物取扱量を伸ばした。
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＊ｲﾝﾄﾞ、大気汚染が改善…ｺﾛﾅ対策で全土封鎖
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽへの感染防止として全土を封鎖するｲﾝﾄﾞで大気汚染が世界最悪とされる首
都ﾆｭｰﾃﾞﾘｰは、工場の閉鎖や公共交通機関の停止によって大気汚染の水準が低下した。
「全土封鎖でただひとつ良かったのは大気汚染が改善したことだ」。ﾃﾞﾘｰで在宅勤務するﾌﾗﾝ
ｽ人はこう語る。ｲﾝﾄﾞでは3月25日から全土を21日間封鎖し、工場、自動車、交通機関を軒並
み停止させたことで珍しく青空が広がる。2日のﾃﾞﾘｰはPM2.5は「普通」。

＊「ｱﾋﾞｶﾝ」原料　国内生産…ﾃﾞﾝｶ　富士ﾌｲﾙﾑに供給
富士ﾌｲﾙﾑHDは、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽに対する治療効果が期待されている抗ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ薬「ｱﾋﾞｶﾞ
ﾝ」の増産に向け、調達先を増やす。新たにﾃﾞﾝｶから生産工程の委託先を増やす考えだ。
・ﾃﾞﾝｶが2日、5月から香料や医薬品などに使われる「ﾏﾛﾝ酸ｼﾞｴﾁﾙ」の生産を新潟県糸魚川
市の工場で始めると発表した。国内で構築したい政府から要請を受けている。
・ｱﾋﾞｶﾝは富士ﾌｲﾙﾑ子会社の富士ﾌｲﾙﾑ富山化学が開発した。

＊東南ｱ　1%成長どまり…今年、封鎖の副作用大きく
ｱｼﾞｱ開発銀行（ADB)は3日、東南ｱｼﾞｱの2020年の成長率が前年比1%にとどまるとの見通し
を発表した。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大で各国が相次ぎ都市封鎖などに踏み切ったが、副作
用も大きく、経済活動が停滞する。
・ﾌｲﾘﾋﾟﾝの首都ﾏﾆﾗでは1日、多くの住民が外出制限に違反して街頭で抗議活動をして21人
が逮捕される。3月17日に地域間移動と外出を制限する措置が敷かれ、多くの企業が活動を
休止し、職を失う人が続出する。
・ﾄﾞｳﾃﾙﾃ大統領はﾃﾚﾋﾞで「違反者は射殺する」と警告。感染防止を優先して12日までの外出
制限を延長か、企業を再開かの難しい選択迫られる。
・2億7千万人の人口を抱えるｲﾝﾄﾞﾈｼｱは4月下旬からｲｽﾗﾑ教の断食月（ﾗﾏﾀﾞﾝ）に伴う人の
移動で、爆発的な感染拡大が起きかねない。

＊中国化粧品、存在感じわり…華やかな色使いで若者支持「日本警戒」
中国の化粧品が日本市場でじわり存在感を増す。中国人女性の華やかな色使いのﾒｰｸが日
本の若い世代の心をとらえる。中国製の化粧品は日本でまだ手に入れにくいが、輸入も増え
る。高品質を武器にｱｼﾞｱへ輸出攻勢をかけている日本の化粧品ﾒｰｶｰの牙城が揺らぐ可能
性も出てきた。
・中国市場で磨かれた商品が、将来の日本市場を席巻する可能性もある。韓国の「ｵﾙﾁｬﾝ
ﾒｰｸ」が若い世代に定着した韓国の化粧品輸入額は5年間で3.2倍になった先例がある。ある
日本の化粧品大手首脳は「中国もどんどん質が上がっていく。日本製の人気がいつまでも続
くとは思っていない」と吐露する。

＊ｽﾏﾎ世界販売14%減…2月　店舗休業響き、中国38%減
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大で世界のｽﾏﾎ市場が縮小している。2月の世界販売は中国市場
の低迷で前年同期比で14%減と、過去1年では最大の下落幅だった。2020年は次世代通信
規格「5G」の本格普及で市場の回復が見込まれていた。感染が広がる欧米や日本でも販売
減が予想され、部品ﾒｰｶｰなどの不安が高まっている。
・販売減が目立ったのは中国で、実店舗で前年同月比50%超の減少、ｵﾝﾗｲﾝ店舗を含めると
2月は38%減だった。

＊中国PMI好転、市場は疑問視…銅相場　さまよう二番底
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　需要の消失　懸念強まる
景気動向に敏感な銅の国際相場が低迷している。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大が続き、市場
は中長期で製造業の需要が鈍ると見ている。最大消費国の中国では経済指標が好転した
が相場の反応は鈍い。立ちはだかる需要消失観測を前に、鉱石生産の縮小に伴う反発力も
かき消される。当面の同相場は二番底をさまよう展開が続きそうだ。
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＊中国、消費刺激に軸足…一部地域、需要底入れも
　　　　　　　　　　　　　　　　　「感染一服」、新車購入に補助金
中国政府は、新型ｺﾛﾅの感染拡大で落ち込んだ消費の刺激に乗り出す。GDPの1割を占め
る自動車産業のﾃｺ入れへ、新車購入の補助金創設や所有制限の緩和といった政策が相次
ぐ。商品券の発行で消費を促す取り組みも広がる。政策頼みだが、一部の地域では需要底
入れの兆し有り。
・中国政府は「新型ｺﾛﾅの感染拡大を抑え込んだ」とし、湖北省を除いて多くの工場が稼働を
再開している。企業のｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝも戻りつつある。政府は基幹産業の需要を喚起し、経済の
V字回復につながるｼﾅﾘｵを描く。
⦿中国の主な消費刺激策
　・湖南省＝最大約800億円の商品券発行。・浙江省＝約170億円の観光地などで利用でき
る商品券発行。・北京市＝電気自動車などのﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ発給制限の緩和検討。・広州市＝
低燃費車の買い替えに補助金
　・広西ﾁﾜﾝ族自治区＝地元で生産した自動車の販売に補助金支給

＊国際特許出願　中国が初の首位…ｱｼﾞｱ、技術革新けん引「米を抜く」
世界知的所有権機関（WIPO)が7日発表した2019年の特許の国際出願件数によると、中国
が米国を追い抜き初めて世界ﾄｯﾌﾟに立った。上位50社のうち6割以上を中国と日本、韓国の
企業が占め、ｱｼﾞｱ勢が技術革新を牽引する構図が鮮明だ。世界全体の出願件数は前年比
5%増の26万5800件と、過去最多を更新した。
⦿2019年の企業の特許国際出願件数
　①華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ、中国）②三菱電機（日本）③ｻﾑｽﾝ電子（韓国）
　④ｸｱﾙｺﾑ（米国）⑤OPPO（ｵｯﾎﾟ。中国）⑥京東方科技集団（BOE,中国）
　⑦ｴﾘｸｿﾝ（ｽｪｰﾃﾞﾝ）⑧平安科技（中国）⑨ﾎﾞｯｼｭ（ﾄﾞｲﾂ）⑩LG電子（韓国）

＊ﾏｽｸ外交、世界に波紋…欧州は警戒「中国、120ヵ国送付」
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大で、世界的に供給不足に陥っている医療物質を巡り、各国の綱引
きが激しくなっている。中国は医療用ﾏｽｸや防護服などを120ヵ国に援助したと強調するが、
中東欧への中国の浸透を警戒する欧州連合（EU）から懸念の声が上がる。3日、高性能ﾏｽｸ
などの輸出禁止を打ち出した米国には欧州など同盟国から批判が相次ぐ。本来国際協調に
つながるはずの「ﾏｽｸ外交」が世界に波紋を広げている。
・習指導部がﾏｽｸ外交に躍起になるのは、初動の対応が遅れ、国内外にｳｲﾙｽを拡散させた
との批判をかわす思惑があるとみられる。
・中国から届いた防護服が基準を満たしていないため、豪当局が税関で押収していると報じ
た。ｽﾍﾟｲﾝは迅速検査ｷｯﾄを不良品として返品した。
・ﾌﾗﾝｽのﾄﾞﾓﾝｼｬﾗﾝ欧州問題担当相は「中国は自国の宣伝のために援助を使っている」と批
判した。
・米国は中国のﾏｽｸ外交を警戒するが、感染者の急増で中国製の医療物質に頼らざるをえ
ない。ﾆｭｰﾖｰｸは1千台の人口呼吸器の寄贈を受けた。

＊低所得層へ融資　ﾌｲﾝﾃｯｸで…比　農家と貸し手、新興企業が仲介
ﾌｲﾘﾋﾟﾝで金融とITを融合したﾌｲﾝﾃｯｸが所得層の生活を変えている。新興企業が信用力を分
析して資金を融通する。東南ｱｼﾞｱでEC、決済へと広がったﾌｲﾝﾃｯｸ。次の舞台となる融資の
ﾋﾞｼﾞﾈｽが軌道に乗るだろうか。
・ﾌｲﾘﾋﾟﾝは銀行融資が受けられない人が5200万人と成人の8割。知人や高利貸しに頼ってい
たので、ﾌｲﾝﾃｯｸの潜在的な成長性は大きい。

＊ｳﾅｷﾞ、今夏は安く…稚魚、漁獲量4倍で半値に
今夏の土曜の丑（うし）のｳﾅｷﾞは前年より安くなりそうだ。ﾆﾎﾝｳﾅｷﾞの稚魚であるｼﾗｽｳﾅｷﾞが
豊漁のためだ。過去最低の不漁だった前年に比べ今季の国内の稚魚の漁獲量は約4倍に
増え、取引価格は半値ほどに下がった。国内の養殖場は稚魚で満杯となり、例年より早い3
月末で今期の漁がほぼ終わった。ｽｰﾊﾟｰなどでは今後販売するうな重の値下げを予定
するところもある。
・今年は中国では前年の10倍近い約30ﾄﾝ、台湾は30倍近い7ﾄﾝ。豊漁を受け「今後3年間
は、かば焼きの供給には不安はない」輸入商社の声。
・東京大学の木村伸吾教授は「理由は明確にはわからない」とのこと。
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＊武漢、半導体大手ﾌﾙ稼働…封鎖2ヵ月半解除　ﾎﾝﾀﾞも月内に
地元政府は地域経済を牽引する中核企業の操業再開を支援する。武漢市によると、製造業
を中心とする工業企業で稼働を再開させた比率は4日時点で97.2%。地元の国有大手、東風
汽車集団と合弁を組むﾎﾝﾀﾞは3月11日に武漢工場の一部の稼働を再開した。
・ﾊｲﾃｸ分野では、中国半導体大手、紫光集団傘下の長江存儲科技（長江ﾒﾓﾘｰ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ）
の楊士寧・CEOがﾌﾙ稼働に戻ったと明らかにした。政府は外国人技術者の入国ﾋﾞｻﾞ手続き
を進めており、できるだけ早く工場に招き、生産能力増強に動くとみられる。
・「ｲｵﾝﾓｰﾙ」は4月1日に通常の営業体制に戻した。

＊武漢市　行動制限はなお…外出2時間まで・入店に条件
武漢市の市民に電話やSNSを通じて市内の現状を聞く。もっとも、市民が厳しい行動制限か
ら完全に開放されてはいない。出退勤を除き、外出は2時間までで、健康状態を示すｽﾏﾎ画
面を提示しなければﾏﾝｼｮﾝ、ｽｰﾊﾟｰにも出入りできない。
・40代の男性程氏は「飲食店も「出前や持ち帰り」だけで、半分ほど営業」
・30代の陳さんは「外出から帰るとすべて服を着替える」と警戒している。
・ある市民は「1月に隣のﾏﾝｼｮﾝで若者が死亡。確定診断はなく死者に数えられてはいない」
と言う。死者がｾﾞﾛと言う当局の数字に不信感。

＊ｻﾑｽﾝ、遠のく　V字回復…ｽﾏﾎ出荷　数千万台減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　今年　５G期待　ｺﾛﾅで帳消し
韓国ｻﾑｽﾝ電子の2020年の復活ｼﾅﾘｵが遠のいてきた。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大を受け、
主力のｽﾏﾎの今年の出荷が数千万台程度減ることが予想されるためだ。ｽﾏﾎが落ち込むと
関連の半導体やﾃﾞｨｽﾌﾟﾚーなど大半の事業も落ち込むのが弱み。7日の決算発表に前後し、
証券会社も相次ぎ同社の通期見通しを下方修正した。次世代通信網「５G」の普及などを背
景にした、年初のV字回復期待は吹っ飛んだ。

＊武漢の封鎖　きょう解除…2ヵ月ぶり　国内空路も再開
8日、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染が世界で最初に確認されて多くの犠牲者を出した湖北省の武漢
市の事実上の封鎖措置を2ヵ月ぶりに解除する。北京を除く国内航空路線の運航を再開し
た。市民が高速道路を利用して武漢市からほかの都市に移動できるようにする。感染拡大
防止から経済の正常化に政策の軸足を移すのが狙い。
・北京市への移動は制限される。全人代の開催を控えているため。武漢市から北京市に入っ
た場合、2週間の隔離が求められる。

＊中国の新車販売改善…日系5社　減少幅4割に縮小
日経自動車大手5社の中国での3月の新車販売台数が8日でそろった。3月の販売台数は前
年同月比で約4割減25万3千台、約8割減だった2月から減少幅が縮まった。3月のﾄﾖﾀの販売
は15.9%減で最も減少幅が小さい。
・「市場に回復の兆しが見え始めた」（日産）という。

＊自動運転、中国勢が猛追…米加州の公道試験ﾗﾝｷﾝｸﾞ
　　　　　　　　　　　　　　　　　   3位中国・ﾎﾟﾆｰ「走行距離、前年の11倍」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4位百度・中国「狙いは世界標準」
自動運転の技術開発の中心地とされる米ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州で、中国系企業の活動が活発になっ
ている。2019年の公道試験走行距離のﾗﾝｷﾝｸﾞでは米国勢を押しのけ、中国のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟの
小馬智行（ﾎﾟﾆｰ・ｴｰｱｲ）が3位、ﾈｯﾄ大手の百度（ﾊﾞｲﾄﾞｩ）が4位に入った。1位はｳｪｲﾓ（米）、2
位はGMｸﾙｰｽﾞ（米）。　
・EVなどの次世代技術でも中国への警戒感はある。ただ、今のところ加州における自動運転
技術の開発で中国勢を排除する動きはない。
・18年に3位だった米ｱｯﾌﾟﾙは12位。同州で事故を起こした米ｳｰﾊﾞｰは走行実績はｾﾞﾛ。走行
ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝに軸足を置いている。
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＊東南ｱ、低所得者を支援…労働者の7割　社会不安を抑制
東南ｱｼﾞｱ各国などが労働市場で立場の弱い「非公式経済就業者」と呼ばれる低賃金労働者
の支援に注力し始めた。新型ｺﾛﾅ感染抑制に伴う経済活動が停滞で失職者が膨らむ。放置
すれば社会不安につながる。非公式経済就業者は域内労働者の7割を占める。
・ﾀｲ政府は7日、非公式就業者900万人に月額５千ﾊﾞｰﾂ（約１万７千円）を6ヵ月間支払う。申
請者が殺到した。
・ﾌｲﾘﾋﾟﾝは低所得の1800万世帯に最大で月8千ﾍﾟｿ（約1万７千円）を2ヵ月支給する。ﾙｿﾝ島
全域が外出制限。日払い雇用者が困窮でﾃﾞﾓで訴える。
・ｲﾝﾄﾞは8割が非公式就業者。8億人へ、ｺﾒか麦を3ヵ月間、月5ｷﾛ支給。

＊ﾌｲﾘﾋﾟﾝで600億円受注…清水建設　地下鉄とﾊﾞｲﾊﾟｽ建設
清水建設はﾌｲﾘﾋﾟﾝで地下鉄とﾊﾞｲﾊﾟｽの建設工事を相次ぎ受注した。他社との共同受注で清
水建設は600億円超（同社の受注額の9割）。
・ﾊﾞｲﾊﾟｽはﾌｲﾘﾋﾟﾝ南部ﾐﾝﾀﾞﾅｵ等で、全長30㎞のうち、10.7㎞が対象。道路のほか、5つの橋
梁と2本のﾄﾝﾈﾙを含む。
・ﾌｲﾘﾋﾟﾝでは近年の経済成長を背景に、自動車の保有比率が上昇。交通渋滞が問題になっ
ている。

＊中国新車販売43%減…下げ幅縮小も大幅減続く（月）
中国汽車工業協会は10日、3月の新車販売台数が前年同月比43.3%減の143万台だったと発
表した。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大で過去最大の減少幅となった2月（79.1%）から回復したも
のの、3月中旬まで外出制限などで生産や販売に支障があり、2ヵ月連続の大幅減となった。
直近の自動車生産は前年水準の75%まで回復した。
・新車販売台数が前年実績を下回るのは、ﾗｲﾄﾞｼｪｱ事業の低迷で落ち込み幅がより大きく
なった。
・国内販売の約96%を占める大手23社の生産状況は、上海汽車集団傘下の1工場を除いて
すべてが稼働を再開。従業員の86%が職場に復帰した。販売店の受注も正常時の65%の水
準まで回復。

＊ﾊﾟｿｺﾝ　供給追いつかず…中国に生産偏り、部品調達遅れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　在宅勤務で需要急増
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大を受け、ﾊﾟｿｺﾝやﾀﾌﾞﾚｯﾄの需要が逼迫している。在宅勤務が広が
り需要が急増する一方、ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの、乱れで供給がままならないためだ。生産地が中国に
偏り、部品調達などで混乱が生じている。ﾊﾟｿｺﾝなどの供給が滞り、円滑にﾃﾚﾜｰｸができない
人が増えれば経済活動がいっそう停滞する恐れもある。

＊高級ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ　さらば香港…ﾃﾞﾓとｺﾛﾅで閉鎖相次ぐ「輝きを失う」
2月に伊「ﾌﾟﾗﾀﾞ」、今月は伊「ｳﾞｧﾚﾝﾁﾉ」が旗艦店を閉鎖。昨年始まった大規模な反中ﾃﾞﾓで観
光客が激減、新型ｺﾛﾅの感染拡大が決定打になった。世界一の外国人訪問客が多い香港
が魅力を失う。最大の危機に瀕する。

＊住友商　1千億円下方修正…北米鋼管事業で損失か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 前期最終益　3年ぶり低水準
住友商事は2020年3月期の連結純利益が従来予想の3千億円から1千億円程度下落する可
能性があると発表。3年ぶりの利益水準に落ち込む。
・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大などを受け、北米の鋼管事業で損失が出る。
　資源開発事業も悪化しそうで資源・重厚長大ﾋﾞｼﾞﾈｽを稼ぐ頭としてきた商社のﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ
が転換点を迎えつつある。
・鋼管事業では北米のﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ向けなどで500億円超の損失が出そうだ。
・ﾏﾀﾞｶｽｶﾙで手掛ける政界最大級のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ「ｱﾝﾊﾞﾄﾋﾞｰ」は資源安で採算が悪化するほか、
3月から新型ｺﾛﾅ対策で操業を一時停止。
・商社の業績は下方修正。丸紅はﾒｷｼｺ油田事業や米国穀物事業など減損で最終は赤字。
三井物産も米国の石油・ｶﾞｽ事業で減損約700億円。

＊東南ｱ、車稼働は3割…需要減、ﾄﾖﾀはﾀｲでも休止「ﾈｯﾄでﾃｺ入れ」
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大で東南ｱｼﾞｱ地域の自動車需要が一段と冷え込んでいる。新車販
売の低迷を受けて地域最大の製造拠点のﾀｲではﾄﾖﾀ自動車など主要ﾒｰｶｰが操業をほぼ停
止した。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱでも停止の動きが広がり、東南ｱ全体の稼働率は3割に落ちこむ。販売現場
はｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通販の導入などﾃｺ入れを急いでいるが、回復に時間を要する懸念もある。
・早くから感染が広がった中国の状況を踏まえると、東南ｱｼﾞｱの車工場の停止は2ヵ月程度
続く懸念があり、生産停止が長引けば中小企業への打撃広がる。ｱｼﾞｱ通貨危機の際は完
成車ﾒｰｶｰがｻﾌﾟﾗｲﾔｰに金融支援して供給網を維持した。
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＊武漢の主力合弁　撤退…仏ﾙﾉｰ、販売不振続き
ﾌﾗﾝｽ自動車大手のﾙﾉｰは14日、中国の東風汽車集団と共同出資していた湖北省武漢市の
合弁事業から撤退すると発表した。ﾙﾉｰは「中国での戦略はEVと商用車を軸とする」と声明
を出す。販売台数が低迷していたほか、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの発生で市場の先行きが不透明に
なったことが背景にある。
・東風汽車集団は「中国の自動車市場の下落と合弁会社の経営状況を勘案した」などとして
いる。

＊欧米需要減　中国に打撃…輸出額13%減　11年ぶり下げ幅
外需低迷が中国経済の回復の足かせとなりそうだ。14日発表の2020年1～3月の輸出額は
前年同期比13%減った。第１四半期の減少幅としてはﾘｰﾏﾝ・ｼｮｯｸ直後の09年1～3月以来11
年ぶりの大きさだ。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大で欧米企業から中国への発注が急減してお
り、4月以降は外需がさらに落ち込む恐れがある。
・輸出を商品別にみると2本柱のﾊﾟｿｺﾝ（前年同期比23%減）と携帯電話（13%減）がいずれも
大幅に減った。家具（21%減）、衣服（21%減）、おもちゃ（18%減）も低迷した。
・中国ではすでに売上高2千元（約3億円）以上の製造業はほぼ100%操業

＊東南ｱ　長引く停滞　電子機器・部品の供給…ｿﾆｰ・ﾊﾟﾅ工場停止延長
東南ｱｼﾞｱの電子機器・部品のｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの混乱が続く。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大の影響
で、ｿﾆｰやﾊﾟﾅｿﾆｯｸが3月中旬からﾏﾚｰｼｱにあるﾃﾚﾋﾞなどの主力工場の操業停止を、4月14
日に停止延長を決めた。中国を除くｱｼﾞｱは世界の電子機器・部品によっては生産拠点が集
中しているものもある。長期化すれば世界の電子製品の供給に影響しかねない。
・「新型ｺﾛﾅの感染拡大と、各国政府の封じ込め施策が半導体需要にｲﾝﾊﾟｸﾄを与える」と指
摘する。

＊「映画王」万達、誤算再び…中国・欧米で施設封鎖
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「資金難の後にｺﾛﾅ禍」
中国の商業不動産大手、大連万達集団（ﾜﾝﾀﾞｰｸﾞﾙｰﾌﾟ）が主力の映画事業で苦境に立たさ
れている。海外企業の積極買収で世界一を目指したが、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響で各国の映
画館が封鎖となり、足元ではﾘｽﾄﾗに動き出した。中国当局による締め付けで一度は資金難
に陥ったが、映画事業は守り抜いた万達。ただ「映画王」の夢は再び誤算が生じ、2度目の経
営危機を迎えている。

＊ｲﾝﾄﾞ、新車販売6割減…3月　都市封鎖の影響　色濃く
ｲﾝﾄﾞ自動車工業会（SIAM)は13日、3月の新車販売台数が15万6千台と前年同月に比べ61%
減ったと発表した。
・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大を抑えるため、ｲﾝﾄﾞ政府は全土で都市封鎖（ﾛｯｸﾀﾞｳﾝ）をしてお
り、自動車は販売、生産とも停止している。同会のﾗｼﾞｬﾝ・ﾜﾃﾞﾗ会長は「ﾛｯｸ･ﾀﾞｳﾝ」で生産・販
売が停止し、3月は業界にとって非常に厳しかった」との声明を出した。
・一部の州で4月末までの封鎖延期を決めた。自動車販売の一段の減少は避けられず、業
界は政府に支援を求めている。

＊隔離用ﾎﾃﾙ　「無人経済」先導…中国、ﾛﾎﾞで食事配送や消毒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｷｰﾝｵﾝ製など導入
⦿中国でｻｰﾋﾞｽﾛﾎﾞｯﾄの供給が増えている
・上海擎朗智能科技（ｷｰｵﾝﾛﾎﾞｯﾄ、上海）＝1月以降、配送ﾛﾎﾞｯﾄを病院などに百台供給。20
年の販売量で19年比3.3倍の1万台を目指す
・鈦米機器人（ﾀｲﾐｲ、上海）＝消毒ﾛﾎﾞｯﾄを湖北省武漢市に十数台配備新工場の建設を計画
・上海霊至科技（上海）＝1月以降、消毒ﾛﾎﾞｯﾄなどの出荷量7～8倍拡大
・ﾖｰｺﾞﾛﾎﾞｯﾄ（上海）＝1月以降、配送ﾛﾎﾞｯﾄなどの注文量2～3倍に拡大
・雲跡科技（ﾕﾝｼﾞｰﾃｸﾉﾛｼﾞｰ、北京）＝ﾎﾃﾙ向けに配送ﾛﾎﾞｯﾄを供給
・瀋陽新松（遼寧省）＝2月、食事や医療用品を配送するﾛﾎﾞｯﾄを遼寧省瀋陽市の病院に供
給
・京東集団（北京）＝2月、無人の配送車を武漢市に供給

＊出勤者7割減　関西企業急ぐ…「ﾀﾞｲｷﾝ、出社に許可制」「象印達成」
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大防止へ安倍首相が緊急事態宣言の対象７都府県の企業に対し
「ｵﾌｲｽ出勤者の最低7割減」を求めたことを受け、関西の主要企業で在宅勤務が広がってい
る。「7割減」は達成しているとする大企業も多く、ﾀﾞｲｷﾝ工業は社員が出社する場合は部門
長の許可制とすることなど「原則在宅」を徹底し、8割減を目指す。
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＊中国企業の不動産業離れ…規制強化、高収益陰り
中国で住宅など不動産事業からの撤退を表明する企業が相次いでいる。市場の安定を重視
する政府が物件売買に関する規制を強化し、従来のような高い収益を見込めなくなっている
ためだ。専業の大手ﾃﾞﾍﾟﾛｯﾊﾟｰも開発規模の縮小を計画し始めた。不動産市場の過熱を警
戒する政府が規制を緩和する気配はなく不動産事業のさらなる縮小は避けられなさそうだ。
・「慎重に検討の上、不動産事業の譲渡を決めた。畜産業に集中して再びﾄｯﾌﾟ集団に回帰す
る」。中国南部海南省の養豚会社、羅牛山は3月下旬、不動産業からの撤退を発表した。ﾏﾝ
ｼｮﾝ開発などの不動産ｼｪｱは45%。圧倒的な収益力だっただけに業界では驚きが広がった。

＊ｱﾋﾞｶﾞﾝ増産へ…富士ﾌｲﾙﾑ　7倍の月30万人分に
富士ﾌｲﾙﾑHDは15日、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽに対する治療効果が期待されている抗ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ薬「ｱ
ﾋﾞｶﾞﾝ」を増産すると発表した。3月上旬時点で月4万人分、7月に月約10万人分、9月には約
30万人分に引き上げる。
・ﾃﾞﾝｷが原料「ﾏﾛﾝ酸ｼﾞｴﾁﾙ」の生産再開予定、原料調達にﾒﾄﾞがついた。

＊TSMC強気「18%増収」…今期、下方修正でもｻｰﾊﾞｰ好調
半導体受託生産の世界最大手、台湾積体電路製造（TSMC)は16日、2020年12月期の連結
売上高が前年比で15～18%増えるとの見通し。新型ｳｲﾙｽの影響で2割増とした。1月時点で
の予想を下方修正したが、依然として強気の姿勢を崩さなかった。ｽﾏﾎの低迷を「在宅需要
で補えるとの読みだが、感染症の収束がみえないなか、中長期的な不安は拭えない。

＊配車2強、勝者なき消耗戦…利用低迷　運転手を支援
　　　　　　　　ｸﾞﾗﾌﾞ「車貸出料3割安」、ｺﾞｼﾞｪｯｸ「食券週100万枚」
東南ｱｼﾞｱの二大配車ｻｰﾋﾞｽ、ｸﾞﾗﾌﾞとｺﾞｼﾞｪｯｸが苦境に立たされている。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感
染拡大で、3月下旬のｲﾝﾄﾞﾈｼｱの利用者は2桁減った。逆風下でも両社は社会的な責任から
運転手の支援に動かざるを得ない。ｺﾛﾅ後の需要回復に先手を打つ狙いもあるが、赤字継
続は必至だ。勝者なき消耗戦で、東南ｱｼﾞｱを代表する2社の資金調達に響く恐れもある。

＊中国金融市場、じわり復調…官主導、本格回復なお時間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　M&Aや社債発行、「ｺﾛﾅ前」水準に
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの「震源地」の中国で、金融市場がじわりと機能を取り戻しつつある。3月の
M&A、株式・債権発行の合計件数は1000件を突破し、感染拡大が本格化する前の2019年12
月以来の水準を回復した。一方、回復は中国政府主導の側面も強く、本格的な再開になお
時間がかるとの見方も残る。

＊雇用・賃金　調整相次ぐ…中国、幅広い業種で外需減
⦿賃金ｶｯﾄ、雇用削減に踏み切る中国企業が増えている
・上海汽車集団（自動車）＝一部の子会社で業績連動給を削減。。・優信集団（中古車販売）
＝2～3割の賃金削減、管理職はより大幅。・亜宝薬業（製薬）＝10～20%の賃金削減提案。・
名創優品（雑貨販売）＝2、3月の給与3～5割削減。・新潮伝媒（広告）＝従業員の10%（500
人）を削減。・途家（民泊仲介）＝従業員と退職金交渉。・OYO中国事業（ﾎﾃﾙ）＝数千人規模
で人員削減観測

＊ﾏｽｸ輸出外交　中国にほころび…粗悪品多く許可制導入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　流通滞れば不足に拍車
中国当局は1日からﾏｽｸなど医療関連物質の輸出に許可制を導入し、管理を強化した。新型
ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大を受けて2万8千社以上が医療分野に新規参入する中で、輸出先から
粗悪品との苦情が相次いだため。当局は違法な工場を摘発するなど品質管理を強化し、認
可を得るのに時間がかかる企業も多いとみられる。物質が不足する日本など海外への輸出
が大きく遅れかねないとの懸念も広がっている。
・中国当局の医療物質を援助した国は127ヵ国に達するとｱﾋﾟｰﾙするが、ｵﾗﾝﾀﾞやｽﾍﾟｲﾝ、ﾌｲ
ﾝﾗﾝﾄﾞなどで粗悪品が大量にみつかる。欧米ﾒﾃﾞｨｱによるとｵﾗﾝﾀﾞはﾏｽｸの品質基準に満た
ないとしてﾘｺｰﾙ。ｽﾍﾟｲﾝは検査ｷｯﾄなどを不良品として返品した。
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＊ﾍﾞﾄﾅﾑ衣料、受注「蒸発」…大手向け供給網　影響も
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ﾋﾞﾅﾃｯｸｽ、最大5万人帰休
ﾍﾞﾄﾅﾑの衣料品産業が新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響で注文の急減に直面している。最大手のﾋﾞﾅﾃｯ
ｸｽは最大5万人の従業員を一時帰休とする検討に入った。中小工場にとっては経営の危機
だ。仕事の「蒸発」が長引けば、急成長が続いたﾍﾞﾄﾅﾑ経済の転機となるだけでなく、ｽﾍﾟｲﾝ
の「ZARA]など世界的ｱﾊﾟﾚﾙ大手にとってもｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの基礎が崩れる懸念がある。

＊血漿療法、月内にも試験…新型ｺﾛﾅ治療へ国内で
新型ｺﾛﾅに対する治療法は、既存薬の転用だけでない。ｺﾛﾅから回復した患者の血液を使う
「血漿（けっしょう）療法」という治療法もある。国内でも早ければ4月中にも試験的な投与が
始まる。
・血漿は赤・白血球などを取り除いた成分のことで、「ｱﾙﾌﾞﾐﾝ」と「ｸﾞﾛﾌﾞﾘﾝ（抗体）」といったた
んぱく質が含まれる。このうちｸﾞﾛﾌﾞﾘﾝには様々な性質があり、血漿から分離し精製すること
で免疫不全の治療や重度の感染症治療に使える医薬品となる。この仕組みは日本の近代
医学の父、北里柴三郎博士が世界で初めて確立した。
・別の感染症にかかりやすい、また副作用や合併症にかかる危険性がある。聖路加国際病
院の一二三副医長は「治療法がない感染症にも応用ができ、理論的には感染早期に投与す
ると効果が期待できる」と話す。

＊中国ﾊｲﾃｸ　生産再開遅れ…技術者、移動・渡航に制約
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大で人の移動が制限され、液晶や半導体など、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ製品の根幹
を成す電子部品の製造装置の立ち上げには技能に優れた日本や米国の技術者が不可欠と
されるが、渡航制限で作業が進まない。ﾃﾞｼﾞﾀﾙ製品のｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝで中国が存在感を高める
中、このまま作業が進まねば液晶ﾃﾚﾋﾞなど最終製品の生産にも影響が出かねない状況だ。

＊中国、初のﾏｲﾅｽ成長…雇用・所得減、社会の分断も
2020年1～3月の経済成長率は前年同期比ﾏｲﾅｽ6.8%と初めてのﾏｲﾅｽだった。新型ｺﾛﾅｳｲﾙ
ｽの感染拡大で1月下旬から2月に経済活動を止め、内需が蒸発したからだ。新型ｺﾛﾅの欧
米への蔓延で外需が消え、4～6月の「V字回復」は遠のいた。失業の増加や格差拡大などを
通じて低所得層の不満が高まり、社会の分断が一段と深刻になる可能性がある。
⦿中国経済を新型ｺﾛﾅが直撃
　・経済成長率＝2019年6.1%➘20年ｰ6.8%　「四半期として初のﾏｲﾅｽ成長」
　・工業生産＝5.7➘-8.4　「3月の減少幅はｰ1.1%まで縮小
　・固定資産投資＝5.4➘ｰ16.1　「作業員らを集められず大幅減少」
　・小売売上高＝8.0➘ｰ19.0　「3月の回復鈍く、ﾈｯﾄは堅調」
　・都市新規雇用-0.7➘-29.3　「先行き懸念から大幅減少」
　・輸出＝0.5➘ｰ13.3　「金融危機以来、11年ぶり減少幅

＊ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ、中国に忠誠…2月末まで入国制限せず「医療援助受ける」
「困ったときの友人こそ。真の友人だ」。中国とｶﾝﾎﾞｼﾞｱの間で繰り返しそうなｽﾛｰｶﾞﾝだ。ｶﾝﾎﾞ
ｼﾞｱは2月末まで、中国人観光客に入国制限を課さなかった。ﾌﾝ･ｾﾝ氏の忠誠心はさらに明
白になった。
・政治ｱﾅﾘｽﾄのｾﾊﾞｽﾁｬﾝ・ｽﾄﾗﾝｼﾞｵ氏は、ﾌﾝ･ｾﾝ氏がﾊﾞﾝﾃﾞﾐｯｸｽの初期段階で、中国から得
点を稼ぐ準備をしていたと語る。「ﾌﾝ・ｾン氏の中国への支持は、中国のｳｲﾙｽへの対応を公
平に評価したものではない。重要なﾊﾟﾄﾛﾝ（中国）に指示を伝えたいという政治的便宜のため
だ」と指摘する。

＊米、中国企業への不信再燃…有望株、不正会計相次ぐ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中国　法を盾に監査強化拒む
米国市場する中国の有力企業の間で不正会計が相次ぎ発覚した。大手ｺｰﾋｰﾁｪｰﾝの瑞幸
咖啡（ﾗｯｷﾝｺｰﾋｰ）やｵﾝﾗｲﾝ教育の好未来教育集団（TAL)は今月、社内で売上高の大幅な
水増しなどの不正が見つかったと発表した。米当局は長年、中国企業に疑いの目を向け監
査法人に監査体制の改善を求めてきた。ただ中国側は国内の法律を盾にこれを拒否し続け
てきたが、今回、再び市場の不信を招く結果となった。
・中国企業の上場は米国だが、実際の会計監査は本社のある中国で行う。大手の監査法人
は現地の中国法人に監査を任せる体制をとってきた。ここに不正会計の温床があると、改善
を求めてきた。SECは大手監査法人を巻き込み、米上場の中国企業の本格調査に乗り出
す。
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＊中国企業、最終赤字4割超…蘇寧、山東航空など不振
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1～3月　内需の急減が直撃
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽが中国企業の業績を直撃している。上場する約1650社の2020年1～3月期は
4割を超す最終減益になった。最終赤字の企業は720社弱と4割超に達し、1～3月期として遡
れる03年以降で最多。家電や小売り、不動産など内需関連が「総崩れ」の状況だ。4～6月も
需要の戻りは鈍く、回復には時間を要しそうだ。
・珠海格力電器＝1～3月期の純利益が前年同期比で7割減。全聚徳＝北京ﾀﾞｯｸの老舗は1
～3月期は最大1億元（15億2千万円）の最終赤字に。山東航空・華夏航空も最終赤字。貴州
茅台酒は19年12月期は純利益が17%と伸びたが影響がでそうだ。車載電池の寧徳時代新能
源科技（CATL）は1～3月期は2～3割減益、ﾗｲﾊﾞﾙの比亜迪（BYD）も8～9割の減益。

＊医薬品・医療機器対象に…外資買収規制　ｺﾛﾅで争奪激しく
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大を受け、政府は高度な医薬品や医療機器の分野で外資による日
本企業の買収阻止に動く。5月に施行する改正外為法で、感染症に関わるﾜｸﾁﾝや医薬品、
人工呼吸器などの高度医療機器を安全保障上、特に重要な業種に追加する。中国などによ
る買収を念頭に対策を急ぎ、争奪戦が広がる医薬品・医療機器の安定供給につなげる。
・日本政府は重要な技術や生産設備がﾁｪｯｸが緩いまま外資に買収されれば、国の安全を
損なう恐れが大きいとみる。
・2019年秋に成立した改正外為法では、最も厳格な規制をかける「ｺｱ業種」として、武器、原
子力や鉄道、ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨｰなど12分野を挙げた。医薬品や医療機器は12分野に入ってお
らず、近く告示で追加。医薬品は原材料や製剤、ﾜｸﾁﾝ、血清など。「ｱﾋﾞｶﾞﾝ」の製造事業も想
定。

＊貿易縮小　中国から世界へ…輸出　主要国・地域の8割で減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自動車大幅に落ち込み
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大による貿易の縮小が鮮明になってきた。財務省が20日発表した3
月の貿易統計は輸出が総崩れとなり、主要36ヵ国・地域の8割で前年同月を下回り、大部分
が2桁減だった。2月はｺﾛﾅ問題の起点となった中国向けで貿易停滞が目立ったが、それが
世界全体に広がった。品目別では自動車の落ち込みが大きい。「4月の輸出はさらに減る」と
の声もある。
・米中がなお鋭く対立している中国だけに、牽引は期待できない。また国際的なｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ
の組み替えには時間がかかる、日本への打撃は長びく。

＊ﾌｧｰｳｪｲ、1.4%増収…1～3月　ｺﾛﾅで成長減速
中国通信機器最大手の華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）は21日、2020年1～3月期の売上高が前年同期
比1.4%増の1822億元（約2兆8千億円）だったと発表した。伸び率は19年12月期（19･1%）を大
きく下回った。通信網向けの機器の需要は堅調だったとみられるが、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染
拡大の影響で世界のｽﾏﾎ販売は落ち込んでおり、成長減速が鮮明になった。
・新型ｺﾛﾅの経営への影響については「操業と生産は完全再開しており、全体的な業績は予
想通り」と説明した。

＊東南ｱｼﾞｱの刑務所…ｺﾛﾅ感染の温床に「不衛生な過密環境が助長」
東南ｱｼﾞｱの刑務所や拘置所が感染を拡大させる温床となっている。各国の施設が収容能力
を大きく上回る受刑者らを抱え、不衛生で換気も十分でない環境にあるためだ。面会者や職
員を通じて施設外へとｳｲﾙｽが蔓延する恐れもあり、専門家は早期に対策を講じるよう呼び
掛けている。
・ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ、ﾀｲ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾐﾔﾝﾏｰ、ﾌｲﾘﾋﾟﾝでは受刑者との面会を中止し、衛生面の改善など
の取り組みもすすめるとしている。

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、あすから規制禁止…「断食月入りに前倒し」
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府が新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大を食い止めるため、全国的な移動制限に踏み切
る。ｲｽﾗﾑ教の断食月（ﾗﾏﾀﾞﾝ）明けの帰省を禁じる措置を同国がﾗﾏﾀﾞﾝ入りの時期である24
日から前倒しで始める。当初の自粛要請から方針転換した。ただ、失業などで都会での生活
を続けられない困窮者も多数存在する。対策の実効性は未知数といえる。
・鉄道やﾊﾞｽの運行も大幅に減らしており、各地に検問所も設置する。違反者には禁錮1年か
罰金1億ﾙﾋﾞｱ（69万円）を科す可能性がある。罰則適用は5月7日から始める。
・政府の自粛要請を受け、68%が帰省を中止、25%が帰省する意向。
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＊中小銀の再編　急ぐ中国…「新型ｺﾛﾅの打撃明らか」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 「金融ｼｽﾃﾑ　動揺防ぐ」
中国の金融監督当局は22日、中小銀行の再編を加速する方針を明らかにした。新型ｺﾛﾅｳｲ
ﾙｽの影響で主な取引先の中小零細企業の売り上げが急減し、資産の健全性や手元資金に
不安があるからだ。4月初めには西北部が地盤の甘粛銀行で預金の取り付け騒ぎが起き
た。金融ｼｽﾃﾑ全体が動揺するのを防ぐため、中小銀行の再編で不安を封じ込めるねらい
だ。
・中小銀行は日本の地銀に当たる都市商業銀行、農協に似た農村商業銀行、や農村信用社
など。全体で4千以上、総資産計77兆元（1200兆円）。

＊ﾊﾟｷｽﾀﾝ　一帯一路の事業再開…中国への対面保つ
ﾊﾟｷｽﾀﾝ政府は新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大で中断していた中国の「一帯一路」の中核ｲﾝﾌﾗ整
備事業「中国ﾊﾟｷｽﾀﾝ経済回廊（CPEC)」を再開するよう命じた。専門家からは再開は中国へ
の対面を保つためだとする声がある。ﾊﾟｷｽﾀﾝの駐中国大使は19日、一定の期限までに
CPECの全事業を完了させるよう手を打っていると地元ﾒﾃﾞｨｱに述べた。感染者数21日までに
9216人。死者数は192人に上る中でだ。
・事業での中国からの約90億㌦の巨額融資への効果検証を求めた。検証されなければ重い
債務を負うのではと懸念する。
・CPECの発展が一帯一路の将来を左右すると考える。感染収束まで延期されると一帯一路
自体が停止せざるを得ない。進めば前向きの前兆だ。

＊①ｺﾛﾅ禍　代行ﾛﾎﾞの出番…中国先行　1分で200人検温
　　　　　　　　　　　　　　　　　 国内勢、ZMP（警備ﾛﾎﾞ）は消毒液を噴く
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染が拡大する中、各地でﾛﾎﾞｯﾄの活躍の場面が広がってきた。従来、効
率性を目的としていたﾛﾎﾞｯﾄが感染症対策の安全用途でも注目され、人が接しない搬送や、
消毒など医療体制を支える安全用途が急増する。人が担ってきた業務を代替するﾛﾎﾞｯﾄはAI
でより賢くなり、世界で4兆円市場の潜在性がある。米中などの企業が実用化を急ぎ、日本
勢も素早く市場に投入できるかが重要だ。

＊②代行ﾛﾎﾞの事例
・米ｱﾘｿﾞﾅ州のﾋﾟｻﾞ店「ﾍﾞﾈﾁｱｽﾞ」。米新興企業ｽﾀｰｼｯﾌﾟ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ製の小型配送ﾛﾎﾞｯﾄが蓋
の付いた荷台にピザを載せ近隣の家庭に無人で運ぶ。
・中国のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業、ﾎﾟﾆｰ・ｴｰｱｲはｶﾙﾌｫﾙﾆｱ州で自動運転車による食料品宅配のｻｰﾋﾞ
ｽを始める。地元の食材などのﾈｯﾄ通販企業と連携する。玄関口まで届ける仕組みだ。
・湖北省武漢市では、病院の隔離ｽﾍﾟｰｽへの食事配膳や消毒はﾛﾎﾞｯﾄが自動走行しながら
人の代わりに行う例が増えた。
・浙江省杭州市に本社を置く迅蟻（ｱﾝﾄﾜｰｸ）は2月、同省紹興市にある複数の病院間で検査
ｷｯﾄのﾄﾞﾛｰﾝ輸送を実施した。軽量で緊急性が高い荷物の配送に向き、一般道路より時間を
大幅に短縮。

＊ｻﾑｽﾝﾊﾞｲｵ　現代自超える…ｺﾛﾅ薬受注で新工場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「急成長、半導体ﾉｳﾊｳ応用」
ﾊﾞｲｵ医薬品受託生産大手の韓国ｻﾑｽﾝﾊﾞｲｵﾛｼﾞｸｽが急成長している。世界の製薬大手から
の受注に続き、今月には米有力ﾍﾞﾝﾁｬｰ（「Virﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰ）から新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの治療薬の
受託生産で約400億円の大型受注を獲得した。株式市場全体が低迷するなか同社株は上場
来最高値を更新。時価総額は韓国を代表する現代自動車を抜き、ｻﾑｽﾝ電子、SKﾊｲﾆｯｸｽに
続く国内3位の座につけた。

＊ﾍﾞﾄﾅﾑ、外出禁止解除…経済正常化へ一歩…１月　党大会睨む
ﾍﾞﾄﾅﾑ政府は23日、ﾊﾉｲ、ﾎｰﾁﾐﾝ両市などに適用していた外出禁止措置を原則解除した。新
型ｺﾛﾅｳｲﾙｽを抑える行動規制の本格緩和は東南ｱｼﾞｱ主要国で初めて。背景には来年1月
に予定する共産党大会の成功を目指す指導部の思惑がある。党ﾄｯﾌﾟのｸﾞｴﾝ･ﾌｰ･ﾁｮﾝ書記長
（76）は経済回復を急ぎ、新指導部人事の主導権を確保する狙いだ。
・ﾍﾞﾄﾅﾑはこれまでのところ、新型ｺﾛﾅの抑制に一定の成功を収めている。累積感染者は23
日朝時点で268人、死者はｾﾞﾛ。人口は9600万人。
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＊ﾚﾑﾃﾞｼﾋﾞﾙ近く承認…首相表明　ｺﾛﾅ治療薬　候補
安倍首相は27日、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ治療薬の候補である「ﾚﾑﾃﾞｼﾞﾋﾞﾙ」をまもなく薬事承認でき
るとの見通しを発表した。海外での審査手続きを簡略化する。承認されれば国内で最初に利
用可能な治療薬になる。
・ﾚﾑﾃﾞｼﾞﾍﾞﾙには腎機能の低下など副作用も懸念。海外で承認された場合、日本での審査を
短縮する「特例承認」を適用。
・首相はｱﾋﾞｶﾞﾝの承認も急ぐと強調。希望する患者への使用拡大。

＊再編で肥大化　宝武鋼鉄世界一…能力過剰、市場混乱に拍車
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 中国大手、昨年粗鋼生産41%増
中国の国有企業である宝武鋼鉄集団が2019年、粗鋼生産量で世界首位になった。国内企
業の買収などを通じ、20年近く世界一だった欧州ｱﾙｾﾛｰﾙ・ﾐﾀﾙを超えた。中国企業がﾄｯﾌﾟに
なるのは初めてだ。過剰生産能力を抱えたままの規模拡大は市場の混乱に拍車をかけかね
ない。日本などの同業者は懸念を強めている。
・宝武鋼鉄は16年、国有企業の宝鋼集団（当時中国5位）と武漢鋼鉄集団（同11位）が合併、
中国による鉄鋼の過剰生産が世界的な批判を集めるなか、統合を通じて生産能力を減らす
という名目で進んだ再編の一環。だが、「結局は国際競争を勝ち抜く巨大企業をつくるのが
目的」か。日本企業の間ではこんな疑念が絶えない。
・「中国企業の巨大化は、市場原理とは関係なく市況が大きく変動するﾘｽｸが高まる一方だ」
との声が日本の鉄鋼大手から聞こえる。

＊ﾀｲ・ﾏﾚｰｼｱも再開…東南ｱｼﾞｱ航空会社の国内線
感染拡大が一部の国で落ち着きつつあるのを受け、東南ｱｼﾞｱの航空会社が国内線の運航
を相次いで再開する。ﾍﾞﾄﾅﾑに続き、ﾀｲやﾏﾚｰｼｱでも4月末から格安航空会社（LCC)のｴｱｱ
ｼﾞｱ・ｸﾞﾙｰﾌﾟなどが順次運航を始める。
・感染を防ぐために厳しい防疫措置を求めている。販売できる座席は6割ぐらいになるほどの
座席の距離を保つ。他に高機能ﾌｲﾙﾀｰ使用の空気清浄機、機内消毒の徹底等。「運賃も上
げざるを得ない」（ﾀｲ・ﾗｲｵﾝ航空）

＊武田、大衆薬事業売却へ…ｱﾘﾅﾐﾝなど　新薬開発に注力
武田薬品工業が一般用医薬品（大衆薬）事業を売却する方針を固めたことが24日わかった。
買収によって膨らんだ負債を圧縮し、抗がん剤など主力の医療用医薬品事業の新薬開発に
経営資源を集中する。
・武田は大衆薬を手掛ける武田ｺﾝｼｭｰﾏｰﾍﾙｽｹｱについて、一部金融機関と売却先の選定
に入った。4千億円程度で大正製薬が候補。
・武田は19年度の見通しで3兆3千億円と世界9位に拡大した。

＊ﾌｧｲｽﾌﾞｯｸ　ｲﾝﾄﾞ巨額投資…財閥ﾘﾗｲｱﾝｽに6千億円・巨大市場へ
米ﾌｧｲｽﾌﾞｯｸがｲﾝﾄﾞで巨額投資に踏み切る。大手財閥のﾘﾗｲｱﾝｽ・ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞの傘下企業に
57億㌦（約6100億円）を出資する。EC分野で共同事業を進める。個人情報保護が厳格にな
り広告中心の事業ﾓﾃﾞﾙに陰りが出る中、巨大市場の深堀で成長の勢いを取り戻したい考え
だ。
・「投資をするだけでなく、ｲﾝﾄﾞ中の人々が買い物をする機会を広げるためにいくつかの主要
事業で協業することを約束するものだ」。ﾌｧｲｽﾌﾞｯｸのﾏｰｸ・ｻﾞｯｶｰﾊﾞｰｸﾞCEOは、出資の意義
を強調した。
・ｼﾞｵは人口４億人近い携帯電話の契約者を持つ。ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸのSNS利用者はｲﾝﾄﾞに3億人以
上、ﾜｯﾂｱｯﾌﾟ（ｼﾞｵの対話ｱﾌﾟﾘ）の利用者は4億人。

＊中国5G契約約5千万件…通信大手3社、純利益は減（1～3月）
中国国有通信大手3社の香港上場子会社の2020年1～3月期決算が24日までに出そろっ
た。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大防止のための外出制限などで新規契約などが伸び悩み、3社
そろって減益となった。中国政府が後押しする次世代通信規格「５G」の契約件数は3社合計
で5千万件を超えた。
・最大手、中国移動は売上高は2%減の1813億元（2兆7500億円）。主力の通信ｻｰﾋﾞｽは微増
だったが、政府や教育機関向けｼｽﾃﾑ販売が3割以上落ち込む。ｺｽﾄ削減を進め、純利益は
0.8%減に留まる。5G契約数は19年末の255万件から3172万件に大幅に増えた。
・中国電信も売上高は1.4%減、純利益は2.2%減った。「IOT」ｻｰﾋﾞｽを企業向けに伸ばして売
上高は0.9%増。純利益は13.3%減。5G契約は1661万件。
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＊医療品でも米中対立の芽…米、生産回帰促進を検討
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 中国からの輸入頼み　危機感
米国と中国の対立が医療品に広がってきた。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの流行を機に、国民の生命に科
かあ割る医療品を中国からの輸入に頼る弱みが浮き彫りになっており、ﾄﾗﾝﾌﾟ政権や議会は
企業に生産回帰を促す政策を検討する。知的財産や農産品が焦点だった米中貿易戦争は
年明けに「休戦」したが、新型ｺﾛﾅが新たな火種を生んでいる。
・中国が「医療用品などの輸出を故意に制限して各国に圧力をかける」との懸念を払拭する
のに躍起になっている。中国製造業全体の不信感。
・医療品は中国からの輸入が多い（米国の輸入相手国比率）
　個人防護用品＝中国72%、ﾒｷｼｺ10%。使い捨て医療帽＝中国52%、
　ﾍﾞﾄﾅﾑ17%。防護ｺﾞｰｸﾞﾙ＝中国55%、台湾17%。体温計＝中国45%、EU20%

＊印IT成長陰り　脱「下請け」岐路…3社増収率10年ぶり低水準（1～3月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「提案型」ｺﾛﾅ後　正念場
ｲﾝﾄﾞのITｻｰﾋﾞｽが岐路に立たされている。ﾀﾀ･ｺﾝｻﾙﾀﾝｼｰ･ｻｰﾋﾞｽ（TCS）など大手3社の2020
年1～3月期の合計売上高伸び率は前年同期比1.7%増となり、約10年ぶりの低成長となっ
た。企業のIT投資が減速したところに、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大が直撃した。3社が得意と
してきた「下請け」ﾓﾃﾞﾙは曲がり角を迎え、新たな特徴作りが求められている。

＊東南ア、財政拡大へｶｼﾞ…積立金取り崩し/ﾙｰﾙ棚上げ
　　　　　　　　　　　　　　　　　「通貨安などﾘｽｸ」
東南ｱｼﾞｱの政府が大規模な新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策のため、異例の財政措置を打ち出してい
る。ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙが11年ぶりに積立金を取崩すほか、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱはｱｼﾞｱ通貨危機後に設けた財政
ﾙｰﾙを棚上げにする。経済への打撃を緩和するための財政出動を可能にする目的だが、格
付け低下や通貨安などにつながる恐れもある。ﾀｲのGDP比の公的債務も20年中に57%と、ｱ
ｼﾞｱ通貨危機後に定めたﾙｰﾙの上限の60%に近づく。ﾀｲの20年の経済成長率は大幅なﾏｲﾅｽ
に転落。財政規律の見直しを迫られる可能性がある。

＊中国、巨額対策に慎重論…延期の全人代、来月22日開幕
中国の国会に相当する全国人民代表大会（全人代）を運営する常務委員会は29日、延期し
ていた全人代を5月29日に開幕すると決めた。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽで傷んだ経済の立て直しへ、
遅れ気味の財政出動を加速する体制が整う。ただ巨額の対策は債務拡大など副作用への
警戒も強い。「4兆元対策（当時の為替ﾚｰﾄで56兆円）」で世界経済を牽引したﾘｰﾏﾝ・ｼｮｯｸ後
の再現は難しい。
・農村から都市に出稼ぎに行く「農民工」は2月末に19年比で5千万人減り、1～3月の平均給
料も減った。いずれもﾘｰﾏﾝ時にはなかった異常事態。雇用や所得の急速な悪化は消費の足
を引っ張り、景気回復が遅れかねない。


